
1．	はじめに
北陸新幹線は、金沢経由で東京−大阪間を結ぶ

計画の新幹線である。関東地域から開通し、東京
−大宮間は東北新幹線、大宮−高崎間は上越新幹
線と共用し、1997年に高崎−長野間が長野新幹線
として部分開通、2015年に金沢（石川県）までが部
分開通した（図1）。今後、2024年に敦賀（福井県）

まで、2046年に大阪まで開通する予定である（関
西経済連合, 2020）。

交通インフラの開発は、人口移動にプラスの
影 響 を 与 え（Berger＆Enflo, 2017; Duranton＆
Turner, 2012）、 高 速 鉄 道（HSR）は、 地 域 間 の
分布バランスをもたらし、持続可能な経済成長
に貢献する（Cascetta et al., 2020； Chen, 2019； 
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Verma et al., 2013）。一方で、ストロー効果に
より、大都市がより発展する可能性もある。（Li 
et al., 2020； Ram＆Bharule, 2019；佐々木ほか, 
1997； Weber, 2012）。実際、高速鉄道はネット
ワークのメインノードを優先する可能性が高く、
マイナーノードや中間ノードが発展する可能性
は低い（Li et al., 2020； Puga, 2002）。Huang and 
Zong（2021）は、これらの両方の影響を観察した。

このように、高速鉄道が人口移動にもたらす影響
は、地域やネットワークの状況などにより、一定
ではないため、一般的な影響を解明しながらも、
事例ごとに検証する必要がある。また、高速鉄道
の開通の影響は、人口の移動に対する影響だけで
はない。たとえば、旅行行動への影響も注目され
る（Yang and Li, 2020; Gao et al., 2019; Hiramatsu, 
2016）。そこで本研究では、北陸新幹線の開通が、

1 	 国土交通省（https://nlftp.mlit.go.jp/ksj/　2021年9月22日アクセス）
2 	 石川県（http://www.pref.ishikawa.jp/shink/zensen/about/index.html　2021年9月22日アクセス）
3 	 JR東日本（https://www.jreast.co.jp/train/shinkan/hokuriku.html　2021年9月22日アクセス）
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図1. 新幹線路線（点線部分は北陸新幹線の開業予定区間）
（出所：国土交通省1、石川県2、JR東日本3より筆者作成）
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人口移動と観光に与える影響について分析する。
まず、人口移動について考察するために、現在

までの日本の新幹線の開通を見てみると、関東へ
のアクセスの改善を優先する形で新幹線が開通

（部分開通を含む）している（図1）4。これまで、新
幹線技術が経済成長の一翼を担ってきた一方で、
首都圏へのストローとなり、国土の不均衡を拡大
させた（池田, 2017）。今後もリニア中央新幹線が
東京−名古屋間を2027年に開業、大阪−名古屋間
は2045年に開業予定であり、関東圏のアクセス向
上を優先する形で開発が進む。

経済成長には経路依存性があると言われてい
る。これは、先に開発された地域はより成長し、
後に開発された地域の成長は緩やかになるという
性質である。実際、20世紀を通じて鉄道網が拡大
したが、人口が収束したという証拠はほとんどな
い（Berger and Enflo, 2017）。とりわけ、日本で
は人口の東京一極集中が危惧されている。これま
で、および今後の関東圏へのアクセス改善の優先
と、その他の地域へのアクセス改善の遅れは、最
終的な日本の人口分布にも影響すると考えられる
ため、検証をしておく必要がある。

北陸新幹線の開通により、東京−金沢間の鉄道
での移動時間は3時間47分から2時間28分に短縮さ
れた。リニア新幹線の開通後は、東海道新幹線で
2時間30分程度のところをリニア中央新幹線では67
分に短縮すると言う。その効果に比べると、北陸
新幹線の開通がもたらす影響は限定的であろう。
さらに、東京−大阪間の交通手段として考えた場
合、北陸新幹線のルートは遠回りになっている。
そのため、北陸新幹線の全線開通後も、大阪−東
京間を含む移動においては、鉄道での主要な手段
は東海道新幹線（あるいは、リニア中央新幹線）で
あり、北陸新幹線にはならないと考えられる。し

たがって、北陸新幹線開通のインパクトは、北陸
新幹線と上越新幹線の通過県（福井県、石川県、
富山県、長野県、新潟県）を目的地か出発地とする
場合を除き、大きくないと推察される。

これらを踏まえた上で、北陸新幹線の開通前
後の人口動態を実際のデータで観察してみたい

（表1）。表1の網掛け部分は、富山県と石川県は
2015年の金沢までの部分開通により、福井県は
2024年の敦賀までの部分開通により、はじめて新
幹線の駅ができる県である。日本の人口は、2011
年の1億2777万人をピークに、2019年には1.3%（以
下、成長率は2011年比）減少した。その間、北陸
新幹線が部分開通した2015年前後で大きな変化は
なく、関東圏を中心とした都市部への人口集中は
続き、都市部の人口のシェアはさらに大きくなっ
ている。2011年比では、特に東京都（6.9％ , 2019
年）で、人口シェアの増加が大きかった。一方で、
2015年に北陸新幹線が開通した、富山県（−2.8％）
や石川県（−1.1％）では北陸新幹線の開通以前、以
後とも人口シェアは減少している。その他の多く
の道府県でも人口シェアが小さくなっている。こ
の結果を見る限りでは、北陸新幹線の開通が人
口分布に与えた影響があるとしても、限定的であ
る。この間も、東京一極集中という長年の課題が
課題であり続けていることから、人口の自然減少
を考慮しても、北陸新幹線以外にも人口が移動し
続ける要因があると考えられる。

次に、北陸新幹線が観光客数に与えた影響につ
いて、山本（2016）は、石川県の主要な観光地域と
富山市における観光客数の増減について調査し、
北陸新幹線開通により、金沢などで観光客が増加
している一方、一部の地域では観光客が減少した
ことを報告している。本研究では都道府県単位で
分析しているが、山本（2016）のように、狭い地域

4 	 東北新幹線（東京−青森間, 1982年開通）、秋田新幹線（東京−秋田間, 1997年開通）、山形新幹線（東京−山形・新庄間。1992年, 山形まで, 
1999年, 新庄まで延伸）。秋田新幹線は正式名称ではなく、東京−盛岡間は東北新幹線、盛岡−秋田間は田沢湖線及び奥羽本線。山形新幹
線は、東京−福島間は東北新幹線、福島−新庄間は奥羽本線（JR東日本　https://www.jreast.co.jp/railway/train/　2021年8月9日アクセ
ス）
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表1. 都道府県の人口(千人, 2011年)、シェア(%)、総人口の成長率（%, 2011年基準）、
シェアの成長率(%, 2011年基準)

年　度 2011 2011 2013 2015 2017 2019
人　口 シェア 人口成長率

総人口 127,771 100 −0.4 −0.6 −0.9 −1.3
 人　口  シェア 人口シェア成長率

北海道 5,486 4.3 −0.6 −1.4 −2.2 −3.1
青森県 1,363 1.1 −1.7 −3.5 −5.4 −7.4
岩手県 1,314 1.0 −1.1 −2.0 −3.7 −5.4
宮城県 2,327 1.8 0.4 0.9 0.7 0.4
秋田県 1,075 0.8 −1.9 −4.3 −6.5 −9.0
山形県 1,161 0.9 −1.3 −2.7 −4.3 −5.9
福島県 1,990 1.6 −1.8 −3.3 −4.6 −6.0
茨城県 2,958 2.3 −0.5 −0.8 −1.4 −2.1
栃木県 2,000 1.6 −0.3 −0.8 −1.3 −2.0
群馬県 2,001 1.6 −0.5 −0.9 −1.2 −1.7
埼玉県 7,207 5.6 0.6 1.4 2.3 3.3
千葉県 6,214 4.9 0.0 0.7 1.4 2.0
東京都 13,196 10.3 1.2 3.0 4.9 6.9
神奈川県 9,058 7.1 0.6 1.3 2.0 2.9
新潟県 2,362 1.8 −1.0 −1.9 −3.2 −4.7
富山県 1,088 0.9 −0.7 −1.5 −2.1 −2.8
石川県 1,166 0.9 −0.2 −0.5 −0.8 −1.1
福井県 803 0.6 −0.6 −1.4 −2.2 −3.1
山梨県 857 0.7 −0.8 −2.0 −3.1 −4.1
長野県 2,142 1.7 −0.5 −1.5 −2.2 −3.1
岐阜県 2,071 1.6 −0.6 −1.3 −2.2 −2.8
静岡県 3,749 2.9 −0.3 −0.8 −1.1 −1.5
愛知県 7,416 5.8 0.8 1.5 2.3 3.2
三重県 1,847 1.4 −0.4 −1.1 −1.7 −2.3
滋賀県 1,414 1.1 0.5 0.5 0.8 1.3
京都府 2,632 2.1 −0.2 −0.3 −0.4 −0.6
大阪府 8,861 6.9 0.3 0.3 0.4 0.7
兵庫県 5,582 4.4 −0.0 −0.3 −0.6 −0.8
奈良県 1,396 1.1 −0.5 −1.8 −2.6 −3.5
和歌山県 995 0.8 −1.2 −2.6 −4.2 −5.8
鳥取県 585 0.5 −0.8 −1.5 −2.6 −3.7
島根県 712 0.6 −1.0 −2.0 −3.0 −4.1
岡山県　 1,941 1.5 −0.2 −0.4 −0.9 −1.4
広島県 2,855 2.2 −0.1 0.2 −0.1 −0.5
山口県 1,442 1.1 −1.1 −2.0 −3.3 −4.6
徳島県 780 0.6 −0.9 −2.5 −3.9 −5.5
香川県 992 0.8 −0.3 −1.1 −1.7 −2.4
愛媛県 1,423 1.1 −0.9 −2.1 −3.3 −4.7
高知県 758 0.6 −1.3 −3.4 −5.0 −6.7
福岡県 5,079 4.0 0.6 1.0 1.4 1.8
佐賀県 847 0.7 −0.4 −1.1 −1.9 −2.5
長崎県 1,417 1.1 −1.0 −2.3 −3.6 −5.1
熊本県 1,813 1.4 −0.3 −0.9 −1.8 −2.3
大分県 1,191 0.9 −0.7 −1.6 −2.4 −3.5
宮崎県 1,131 0.9 −0.6 −1.8 −2.9 −3.9
鹿児島県 1,699 1.3 −0.7 −2.5 −3.5 −4.5
沖縄県 1,401 1.1 1.4 2.9 3.9 5.1
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を単位に分析すると、より顕著に新幹線開通の影
響が出ると考えられる。ここで、実宿泊者数の
データにより、北陸新幹線開通が各都道府県の観
光客数へ与える影響について確認する（表25）。日
本全体では、2011年の実宿泊者数は31.2万人、成
長率は2.2％（2015年）、20.9％（2019年）となっ
ている。総数のうち、2011年の訪日外国人は1.1
万人、2011年からの成長率は245％（2015年）、
456％（2019年）となっている。2011年は東北震災
の影響で訪日外国人数が少なかったことを考慮し
ても、実宿泊数の増加には、訪日外国人の増加が
大きいことがわかる。各県を訪れる訪日外国人の
増加にも、交通の利便化の影響はあるかもしれな
いが、各県を訪れる日本人の観光客数の変化に比
べると、交通以外の要因が大きそうである。そこ
で、日本人の実宿泊者数を求めると、2011年は
30.1万人、成長率は−6.9%（2015年）、4.5％（2019
年）となった。日本人の実宿泊者数の増加は、関
東、関西、沖縄県で大きい。実宿泊者数の総数の
成長率は、富山県では−6.1％（2015年）、−7.3％

（2019年）、石川県では11.9％（2015年）、10.6％
（2019年）となっているが、日本人に限ると、それ
らは、富山県で−10.4％（2015年）、−13.9％（2019
年）、石川県で7.8％（2015年）、0.4％（2019年）と
なる。このことから、北陸新幹線開通が要因と
なって、富山県や石川県への観光客が増加したと
断定することは難しい（北陸から関東への観光客
数に影響している可能性は考えられる）。北陸新
幹線開通以外にも観光客数の変化の要因があり、
たとえば、コロナ禍により2020年、2021年の観光
者数は激減するだろう。そのことを踏まえても、
北陸新幹線の部分開通と全線開通が観光に及ぼす
影響について考察しておくことは望ましい。

2．	モデル
新幹線整備のように、複数の県を跨いだ交通網

の効果を分析するには、複数の地域を含む広範
な分析を実施することが重要である（Vickerman, 
2015; Sánchez-Mateos＆Givoni, 2012）。 都 市 間
ネットワークの計算分析が注目を集めており、Li 
et al.（2021）は最近の研究の研究成果を報告して
いる。都市間ネットワークを分析するには、複数
地域からなるCGE分析は有用な分析手法のひとつ
である。本研究では、CGEモデルの1つである、
Anas and Liu（2007）モデルを目的に即して修正
し、シミュレーション分析を行う。

2.1　消費者の行動
2.1.1　移動手段

47都道府県間は交通網で結ばれており、消費
者は、出発県 𝑖と目的県 𝑗の間を、５つの交通手段

（モード）𝑚（自動車、鉄道、非モーターモード、飛
行機、バス）により移動する。新幹線開通の効果
は、同じルートならば、鉄道での移動時間の短縮
であり、運賃の上昇を伴う（ルートの変更により、
運賃が低下する場合もある）。消費者は、移動時
間 𝑡𝑀 𝑖𝑗𝑚、時間価値 𝑣𝑀 𝑖𝑗𝑚と運賃 𝑚𝑀 𝑖𝑗𝑚から発生する一
般化費用 𝐶𝑀 𝑖𝑗𝑚=𝑣𝑀 𝑖𝑗𝑚 𝑡𝑀 𝑖𝑗𝑚+𝑚𝑀 𝑖𝑗𝑚を考慮し、マルチノ
ミナルロジット関数により移動手段を選択する。

ここで、𝛿𝑀 𝑖𝑗𝑚はモードの利用可能制（1のとき利
用可能、0のとき利用不可能）、𝜆𝑀 𝑖𝑗は弾力性、𝑒𝑀 𝑖𝑗𝑚

は確率に関するパラメターである。右肩の 𝑀 は
モードチョイスを示す。

2.1.2　消費行動
消費者は就業状況𝑒（就業、非就業）、居住県 𝑖、

就業県 𝑗、住居タイプ 𝑘（一戸建て、集合住宅）を
所与とし、日常消費財𝑋𝑒𝑖𝑗𝑘、居住スペース 𝐵𝑒𝑖𝑗𝑘、

5 	 平成26年（2014年）以前と平成27年（2015年）以前のデータを比較するために、従業者数10人以上の宿泊施設への実宿泊者数を用いる。
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表2. 実宿泊者数（千人, 従業者数10人以上の宿泊施設）と 
成長率（%, 2011年基準）

総　数 訪日外国人 日本人
2011 2015 2019 2011 2015 2019 2011 2015 2019

人 成長率 人 成長率 人 成長率
合　計 312,180 2.2 20.9 11,361 245 456 300,818 −6.9 4.5
北海道 20,643 5.0 14.4 1,170 240 345 19,473 −9.2 −5.4
青森県 3,366 −14.9 −4.0 22 255 1125 3,344 −16.7 −11.5
岩手県 4,221 −7.4 −1.0 24 217 859 4,197 −8.7 −5.8
宮城県 6,465 4.6 13.5 33 248 1014 6,432 3.3 8.4
秋田県 2,725 −23.7 −13.6 18 87 404 2,707 −24.4 −16.4
山形県 4,071 −15.2 −14.4 23 74 510 4,048 −15.7 −17.4
福島県 6,311 −0.1 13.9 19 78 647 6,291 −0.3 11.9
茨城県 3,032 8.0 26.7 40 172 251 2,991 5.8 23.6
栃木県 7,163 −9.5 −4.2 55 152 249 7,108 −10.8 −6.2
群馬県 6,917 −13.6 −10.4 34 268 571 6,883 −15.0 −13.3
埼玉県 2,629 8.2 25.6 28 251 287 2,601 5.6 22.8
千葉県 12,351 31.5 68.4 1,193 133 215 11,158 20.6 52.7
東京都 28,204 26.4 66.3 2,692 198 401 25,512 8.3 31.0
神奈川県 12,096 6.8 27.9 386 283 412 11,710 −2.4 15.2
新潟県 7,851 −22.9 −17.0 50 132 328 7,801 −23.9 −19.2
富山県 2,888 −6.1 −7.3 40 302 464 2,849 −10.4 −13.9
石川県 5,648 11.9 10.6 96 250 599 5,552 7.8 0.4
福井県 2,831 −6.1 −8.2 17 126 292 2,814 −6.9 −10.0
山梨県 5,549 −11.0 7.0 230 373 618 5,319 −27.6 −19.4
長野県 14,605 −30.5 −28.3 150 257 472 14,455 −33.4 −33.5
岐阜県 4,522 −3.9 13.5 108 466 916 4,414 −15.4 −8.6
静岡県 15,187 −2.6 4.1 239 504 709 14,948 −10.7 −7.2
愛知県 9,435 20.2 47.1 452 274 478 8,984 7.5 25.4
三重県 6,134 −12.2 −6.8 52 331 441 6,082 −15.2 −10.6
滋賀県 3,417 −9.4 −0.5 58 452 409 3,359 −17.4 −7.5
京都府 10,336 5.2 63.2 542 305 800 9,794 −11.5 22.4
大阪府 15,588 26.8 87.1 1,502 244 542 14,086 3.6 38.5
兵庫県 9,288 3.0 13.0 193 325 389 9,095 −3.8 5.0
奈良県 1,652 −4.4 7.8 23 773 1423 1,629 −15.3 −12.1
和歌山県 3,437 3.5 7.5 57 458 496 3,379 −4.2 −0.8
鳥取県 2,590 −26.7 −18.9 21 256 453 2,569 −29.0 −22.6
島根県 2,321 −7.7 8.3 9 213 536 2,312 −8.5 6.3
岡山県　 3,784 −6.4 −2.0 39 234 681 3,745 −8.9 −9.1
広島県 6,012 8.2 27.7 106 327 620 5,907 2.5 17.1
山口県 3,246 −8.3 −12.9 24 116 197 3,222 −9.2 −14.5
徳島県 1,537 −18.8 −6.8 13 141 495 1,524 −20.2 −11.2
香川県 2,663 −12.2 10.1 28 391 1383 2,635 −16.6 −4.6
愛媛県 3,297 −16.4 −9.5 29 159 448 3,268 −18.0 −13.6
高知県 2,376 −23.1 −17.7 13 131 405 2,363 −23.9 −20.0
福岡県 10,496 7.9 36.9 429 266 504 10,067 −3.1 17.0
佐賀県 2,203 −11.1 −8.7 28 400 935 2,175 −16.3 −20.7
長崎県 5,617 −7.9 −10.8 212 139 116 5,405 −13.6 −15.8
熊本県 6,046 −15.2 −11.9 172 236 270 5,874 −22.6 −20.2
大分県 5,316 −3.1 −5.5 299 109 170 5,017 −9.7 −16.0
宮崎県 2,317 3.2 21.5 27 347 719 2,291 −0.8 13.4
鹿児島県 5,204 −6.2 −3.1 65 355 692 5,139 −10.8 −12.0
沖縄県 8,589 19.8 70.4 302 541 954 8,288 0.8 38.2
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各県 𝑧 に訪れて購入する観光消費財 𝑍𝑧|𝑒𝑖𝑗𝑘、余暇
時間 𝐻𝑒𝑖𝑗𝑘から得られる効用を最大化する。消費
者の効用関数はCES型とする。

日常消費財は居住県でのみ購入可能である。観光
消費財は、居住県を含む全ての県で購入可能であ
り、CES型のサブ効用関数となっている。𝛼𝑒𝑖 、𝛽𝑒𝑖 、
𝜅𝑖 、𝜒𝑖 、𝜄𝑖𝑗𝑧はウェイトである。予算の制約は以下
のように与えられる。

𝜓𝑖𝑗と𝜑𝑖𝑗𝑧は日常消費財と観光消費財の交通費を含
んだ価格、𝑟𝑖𝑘は家賃、𝑡𝑤𝑗は税引後の賃金であり、
時間価値である。時間の制約は次のように与えら
れる。

𝐻̅は消費者に所与の時間、𝑑 は所与の労働日数、
𝐺𝑖𝑖と𝐺𝑖𝑧は1回の日常消費財購入と観光消費財にか
かる時間、𝑐𝑖と 𝑓𝑖𝑧は1単位の日常消費財と観光消
費財の購入にかかる回数（定数）である。残りの時
間を労働時間とする。

消費者は、この問題から得られる間接効用か
ら、入れ子型マルチノミナルロジット関数によ
り、就業状況、居住県、就業県、住居のタイプを
選択する（図2）。

2.2　生産者の行動
各県 𝑗に産業𝑟（農業、工業、サービス業、日常

消費財産業、観光消費財産業、建設業）があり、
生産者は費用を最小化する。農業、工業、サービ
ス業は中間投入財であり、日常消費財産業、観光
消費財産業は最終需要財である。

2.2.1　農業、工業、サービス業、最終需要財
生産者は各県の各産業からの中間投入財 𝑌𝑠𝑛𝑟𝑗

（県𝑛の産業𝑠から購入）、労働投入𝐿𝑟𝑗 、建設物投
入 𝐵𝑟𝑗 、資本 𝐾𝑟𝑗から財 𝑋𝑟𝑗を生産する。費用関数
は以下のように与えられる。

ここで 𝜉𝑠𝑛𝑟𝑗は中間投入財の価格（輸送費を含む）、
𝑤𝑗は賃金率、𝑟𝑟𝑗は家賃、𝜌 は利子率である。生
産関数はCES関数で、以下のように与えられる。
なお、中間投入財はCES型のサブ生産関数となっ
ており、各県の各産業から購入する。

図2. 消費者のタイプ選択
（入れ子型マルチノミナルロジット）
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ここで、Â𝑟𝑗は所与の生産性、は𝛾𝑟𝑗 、𝛿𝑟𝑗 、𝜇𝑟𝑗 、𝜈𝑟𝑗 、
𝜐𝑠𝑛𝑟𝑗ウェイトである。最終需要財（日常消費財と
観光消費財）は中間投入財から生産される。

2.2.2　建設業
建設業者は、需要の高い建物を供給するため

に、空き地に建物を建設し、また需要の低い建物
を取り壊して空き地にする。建物の種類 𝑘は、空
き地、一戸建て、集合住宅、農地、工場、オフィ
スである。また、家賃水準を考慮して消費者や生
産者に建物を貸し出すか否かを決定する。

県 𝑖 で空き地からタイプ 𝑘 の建物を建設する確
率𝑄𝑖0𝑘はマルチノミナルロジット関数により与え
られる。𝑘=0の場合は空き地を空き地のまま維持
する確率𝑄𝑖00となる。

また、タイプ𝑘の建物を取り壊して空き地を作
る確率𝑄𝑖𝑘0はバイノミナルロジット関数により与
えられる。

ここで、𝛱𝑖𝑘𝑙はタイプ 𝑘 の建物をタイプ 𝑙 に変更
（建設、取り壊し、維持）した場合に得られる価値
である。𝛷𝑖𝑘は弾力性に関するパラメターである。
𝑄𝑖𝑘𝑘の場合は、タイプ𝑘の建物をそのまま維持す
る確率である。

定常状態では、新たに空き地から建設されるタ
イプ𝑘の建物と取り壊されるタイプ𝑘の建物の建
物面積が一致する。

ここで、𝑚𝑖𝑘は空き地にタイプ 𝑘 の建物を建設す
る場合の建物面積の割合である。

2.3　一般均衡
各県の最終需要財市場（日常消費財と観光消費

財）では、生産者の供給量と消費者の需要量がそ
れぞれ等しくなる。各県の農業、工業、サービス
業の供給量は、各県の各産業の生産者の中間投入
財需要の合計と等しくなる。土地市場において
は、建設業者が供給する各種類の建物面積が、消
費者や生産者の建物面積の需要と一致する。各県
の労働市場では、生産者が需要する労働力の合計
と、各県から通勤してくる労働者（消費者）が供給
する労働力の合計が等しくなる。

3．データ
モデルの日本経済への応用のために、「全国幹

線旅客純流動調査（2010年）」から、居住地と旅行
先、移動手段、移動時間、移動費用、「国勢調査

（平成22年）」から居住地と就業地、「家計調査（2010
年）」と「旅行観光消費動向調査」から観光を含む消
費者行動、「日本統計年鑑」と「住宅・土地統計調
査（平成20年）」、「法人土地基本調査（平成20年）」
から土地利用をそれぞれ用いた。また、2005年の
各都道府県の産業連関表から生産者の投入係数に
関するデータを計算した。

現実的なシミュレーション結果を得るために、
消費者や労働者の行動は荒木（2015）、浅田・宅
間（2013）、太田・大日（1996）、土地利用は中村

（1994a、1994b）、交通行動は小池（2011）の弾力性
をそれぞれ参考にした。

4．分析結果
4.1　人口

シミュレーション分析のベース設定において、
東京−長野間は開通済みである。図3は、北陸新
幹線が、（a）長野から金沢まで開通した場合、（b）
敦賀まで開通した場合、（c）大阪まで開通した場
合について、人口のベースからの変化率をそれぞ
れ示している。いずれの場合にも、北陸新幹線開
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（a）金沢まで開通

（b）敦賀まで開通

（c）大阪まで開通

図4. 観光者数の変化率（%）

富山県
石川県

福井県

（a）金沢まで開通

（b）敦賀まで開通

（c）大阪まで開通

図3. 人口の変化率（%）
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通の影響は限定的であった。一因には、北陸新幹
線の開通は、移動時間を短縮すると同時に、金銭
面での交通費用（運賃）が増加しており、交通の一
般化費用（時間費用と金銭費用からなる）の変化は
少ないことがある。現実には、北陸新幹線の開通
に伴い、北陸と大阪を結ぶ特急「サンダーバード」
の金沢−富山間の運行が無くなり、関西方面への
アクセス低下への不満が、開業に対する評価を半
ば打ち消している（櫛引, 2015）。乗換時間を考慮
すると、大阪−富山間の所要時間短縮は8分なの
に対して、運賃が440円アップする（池田, 2016）。
乗換は、時間や金銭面以外にも、心理的負担があ
り、アクセス低下の効果を持つ。本研究では、時
間と金銭面以外の移動コストを考慮していないた
め、このような新幹線開通に伴う利便性の低下を
組み込んだシミュレーション分析をおこなうと、
金沢や敦賀までの部分開通による関西圏の人口減
少傾向は強まると考えられる。ただし、「1．はじ
めに」で見たように、2015年からの金沢開通から
の実際の人口の変化を見ると、新幹線開通以外の
効果が大きいと考えられる。

変化の方向性（符号）に注目して、北陸新幹線が
人口の増減に与える影響を考察することは有用
であろう。まず、長野から金沢までの開通によ
り、4都県（東京都、長野県、富山県、石川県）で
人口が増加し、他の道府県では人口が減少する。
人口の大きい東京都の成長率が比較的高いことか
ら、東京一極集中を加速していると見ることもで
きる。

敦賀まで開通した時点で、福井県は人口が増加
に転じることが期待されたが、減少が大きくなっ
た。消費者は、北陸新幹線が敦賀まで開通した場
合、福井県と他県から得られる間接効用関数を相
対的に比較して立地を選択する。その結果、福井
県よりも他県の方が選択された。金沢までの開通
により人口が減少したほぼすべての道府県で、敦
賀まで開通することで、さらに人口が減少した。

一因として、時間の短縮効果よりも運賃の増加の
効果が上回った可能性がある。また、福井−東京
間で考えると、北陸新幹線の利便性は高くないと
言えそうである（福井県からは名古屋経由で東海
道新幹線を利用できるため）。京都府は唯一の例
外であり、敦賀までの開通により、交通の利便性
が向上し、人口が増加に転じた。

全線開通により大阪まで開通すると、金沢まで
の部分開通時点で人口が減少した府県のうち、7
府県（岐阜県、三重県、滋賀県、京都府、大阪府、
兵庫県、奈良県）の人口が増加に転じた。

経済成長には、経路依存性が存在すると言われ
るが、本研究のシミュレーションでは、経路依存
性は反映されていない。そのため、経路依存性が
存在するならば、北陸新幹線が東京都との接続を
先に行うことにより、先に成長する東京都への人
口一極集中をさらに促すかもしれない。

4.2　観光
北陸新幹線の開通は旅行者の目的地選択や旅

行回数にも影響する。しかしながら、北陸新幹線
が全線開通しても、東海道新幹線の方が便利で
あるため、大阪−東京間の移動には十分に活用さ
れないと考えられる。したがって、たとえば、東
北地方と中国地方の間の移動に鉄道が利用される
場合にも、北陸新幹線は活用されない。一方、た
とえば、北陸地方や長野、新潟を目的地や出発地
にする、京都以西との旅行では、東海道新幹線か
ら北陸新幹線へのルート変更が行われる可能性が
ある。

図4は、北陸新幹線が、（a）長野から金沢まで開
通した場合、（b）敦賀まで開通した場合、（c）大
阪まで開通した場合について、観光客数のベース
からの変化率をそれぞれ示している。金沢まで
の開通による観光客数は、富山県（1.1%）や石川
県（0.5%）で見られたほかは、限定的な値であっ
た。敦賀、大阪まで開通すると、地理的な影響
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範囲は広がり、大阪までの全線開通時点で富山
県（1.2%）、石川県（0.9%）、長野県（0.2％）などと
なった。長野県への西日本からの鉄道での移動に
は、東海道新幹線から北陸新幹線へのルート変更
が行われることがある。

モデルの構造により、新幹線開通は、間接的に
もそれらの地域の観光客を増加させることがあ
る。まず、新幹線開通による移動コストの低下
は、観光コストの低下であるため、CES型効用関
数の代替効果によって、観光回数が増加する。し
たがって、人気の観光地への観光客数が増加す
る。また、人口が増加した県からの人気の観光地
でも観光客数が増加する。なお、シミュレーショ
ンでは、訪日外国人の消費行動は所与としてお
り、北陸新幹線開通により変化しない。

4.3　運賃が変わらないケース
基本のシミュレーションでは、北陸新幹線開通

による移動時間の短縮効果と運賃の上昇効果が相
殺することにより、影響が小さいのではないかと
推察した。そこで、時間の短縮効果は同じだが、
運賃は変化しないという、仮想的な場合につい
て、追加のシミュレーション分析を行った。その
結果、人口、観光客ともに変化率が数倍になった
が、もともとの人口の変化率は小さかったので、
人口への影響が大きいとは言えない。一方で、観
光客数は、金沢までの開通で富山県（3.2%）、石川
県（0.4%）、敦賀までの開通で富山県（3.7%）、石川
県（1.7%）、大阪までの全線開通で富山県（4.2%）、
石川県（3.9%）、福井県（1.8%）、長野県（0.1%）、京
都府（0.3%）など、比較的大きな効果が得られた。

5．	まとめ
北陸新幹線は2015年に金沢まで部分開通した。

高速鉄道は地方都市のアクセスを改善し人口や観
光に好影響を及ぼすという報告と、ストロー効果
によって大都市が発展するという報告がある。そ

のため、高速鉄道の開通の影響は、地域の持つ条
件や路線の持つ性質によって一定ではないと考え
られる。今後、北陸新幹線は2024年に敦賀、2046
年に大阪まで開通する予定である。経済成長には
経路依存性があると言われているが、東京一極集
中が問題視される中、開通地域の時間差は地域の
発展にどのような影響を及ぼすであろうか。本研
究では、北陸新幹線の長野−金沢間、長野−敦賀
間、長野−大阪間（全線）の開通が地域経済に及ぼ
す影響について分析するために、広範囲に分析可
能な多地域からなるCGEモデルによるシミュレー
ションを行った。

今回のシミュレーション結果からは人口分布や
観光への影響は限定的であった。その理由の1つ
には、北陸新幹線の開通は、移動時間を短縮する
が、運賃が増加するということがある（ルート変
更により運賃が低下するケースもある）。時間費
用の減少と金銭面での交通費用の増加が相殺しあ
うため、交通の一般化費用の変化は小さい。

また、別の理由としては、たとえば、東京–大
阪間の鉄道移動を考える場合、北陸新幹線のルー
トは遠回りとなるため、全線開通しても、従来の
東海道新幹線の方が有利であることが考えられ
る。一方で、西日本から長野県や新潟県への鉄道
での移動などでは、東海道新幹線から北陸新幹線
へのルートの変更が行われそうである。

ただし、変化の方向性（符号）に注目すると、金
沢までの部分開通により、東京都、長野県、富山
県、石川県の人口が増加しており、東京一極集中
の傾向は強まっている。一方、全線開通すると、
関西圏の人口も増加する。もしも経路依存性を考
慮するならば、全線開通後の関西圏の人口成長は
抑制される可能性がある。つまり、金沢までの部
分開通を優先することにより、首都圏への一極集
中傾向を後押しすると考察される。

仮に、北陸新幹線の開通により、移動時間が短
縮し、運賃が変化しない場合には、観光客数に比
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較的大きな影響をもたらすことが示された。
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